
 

  

マイナ保険証の登録解除が可能に   

厚労省が 2024 年 10 月申請受付開始を事務連絡 

厚労省が、2024 年 10 月からマイナ保険証の利用登録の解除申請をうけつけるこ

とを、関係機関に事務連絡したことがわかりました。 

 マイナ保険証の利用登録の解除申請をした人で、有効な健康保険証がない人には、

受付と同時に「資格確認書」の交付手続きがされます。現行の健康保険証は 2024年

12 月 2 日に廃止され、マイナ保険証に一本化される予定ですが、廃止された後で

も、最大 1年間は現行の健康保険証が使用できます。 

 板橋区の国民健康保険加入者の方の、利用登録の解除申請は、板橋区健康生きが

い部国保年金課に問い合わせを。なお、解除した後でも、再度利用申請を行うこと

は可能です。 

マイナ保険証と現行の健康保険証の両立を！（石川区議） 

 板橋区の国民健康保険におけるマイナ保険証の登録率は４５．８９％、

利用率はわずか６．４３％です。利用率が低い一つの理由は、現行の紙の

保険証で事足りているからです。マイナ保険証の利用を希望しない場合に

は、資格確認書が送られることになっています。委員会審議で区は「資格

確認書は名前の変わった従来の紙の保険証」だから「保険証難民は生まれ

ない」と答弁しています。そうであるならマイナ保険証に一本化する必要

は全くありません。また、誤情報が紐づけられたり、プライバシー権の侵

害につながる問題が発生し、国民の不安が払しょくされていません。 

 オンライン資格確認システムを導入している医療機関は８６．５％。す

べての医療機関で利用できるわけではありません。トラブルがあれば１０

割負担など医療を受ける権利が奪われかねません。そもそもマイナンバー

法１５条は取得は義務ではないとされています。カードを所持しない国民

に不利益となることはやめるべきです。 

第２回定例区議会・最終本会議（６月２４日）で３つ陳情の採択を求め討論を行いました。 

エアコン購入費及び設置費等の助成を！（竹内区議） 

 消防庁が発表した今年５月の熱中症による救急搬送人員は２７９９人

です。直近の６月は１６日までの半月ですでに３０００人を超えていま

す。６５歳以上の高齢者が５割から６割、発生場所は住居が３割と最も多

く、東京都監察医務院によると屋内で亡くなった人の２割がエアコンのな

い部屋で亡くなっていたと公表されています。猛暑日が２ヶ月以上も続く

中、命を守るためにも自宅にエアコンが必要です。内閣府の調べでも、独

居かつ経済的に厳しい世帯ではエアコンが設置できない状況があること

が明らかになっています。 

 都内でも、エアコンの購入や設置費用の助成をする自治体が広がってい

ます。練馬区では、購入及び設置費用として１０万５千円を上限に独自助

成を実施、生活保護世帯も設置申請可能としています。 

 先進国と言われる日本で、お金がないためにエアコンが使えず熱中症で

なくなるような事態を放置してはなりません。国や都に対し社会保障とし

て支援することを求め、区として独自助成に踏み出すことを求めます。 

志村小・志四中 小中一貫型学校建設工事は延期せよ！

（小林区議） 

 今年の秋以降に着工が予定されている小中一貫校。志村四中に志村小を

統合して、１０００名規模の大きな学校が作られようとしています。校庭

が狭く北向きであること、建物が大きくて、近隣住民に大きな圧迫感を与

えるものになっている事等々、そもそもの計画に無理があり、近隣や地元

の理解も得られずに進められている計画です。総工費は１００億円と言わ

れていますが正確な全体金額は示されていません。すでに入札が行われて

いますが、無理な計画は立ち止まって見直すべきです。 
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高すぎる保険料、引き下げて！ 
過去最高 11,831 円の値上げ 
 

 

 

（1 人当たり平均） 

 
年収 200 万円（35 歳夫婦と 10 歳、5 歳の 4 人世帯）では、年間 26,535 円

もの値上げで、保険料総額は 21 万 7,061 円に。保険料が年収の 1 割を超えて

しまいます！ 

 自民 公明 民主ク 共産 維新 未来 参政 無所属 

国民健康保険料の値上

げ条例 

〇  〇  〇 

1名退席 

 ×  〇  ×  〇  〇 

18 歳までの均等割保険

料を軽減する条例（共

産党などが提案） 

 ×  ×  × 

1名退席 

 〇  ×  〇  ×  × 

 

国民健康保険料値上げ等の議案に対する各会派の態度 （2024年 3月 22日区議会本会議）  物価高騰が続く中で、賃金は上がらない、年金も増

えない、日々の暮らしがどんどん苦しくなっていく

のに、役所から届く通知は「値上げ」ばかり。「暮ら

していけない」と悲鳴が上がるのも当然です。 

 板橋区は、今年、国民健康保険料、後期高齢者医療

保険料、介護保険料を軒並み値上げします。 

 これらの議案を審議した第 1 回定例区議会では、

日本共産党は、他会派との共同を広げながら、18 歳

までの均等割保険料を無料にする条例提案や、介護

保険料の値上げを抑える委員修正提案などを行い奮

闘しました。18 歳までの均等割保険料を軽減する条

例は 9 名（日本共産党といたばし未来）で提案しま

した。区民負担をこれ以上増やすべきではないとい

う議会内での共同が広がっています。 

国や東京都の責任は重大です。板橋区では国保加入者の

84％が年収 200 万円以下の低所得世帯です。制度開始時には

45％だった国庫負担は今や 3０％。国庫負担を引き上げよ、東

京都は都民の医療に責任を果たせの声を広げましょう！ 

 

２月１９日の健康福祉委

員会では、日本共産党と

無所属議員が、介護保険

料軽減の委員修正を共同

提案。民主クラブも賛成

しました。 

 


